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年金振込口座による相殺の可否再考 
──差押禁止の属性を振込金は承継するか
宮 川 不 可 止
は じ め に
　年金受給者の年金受給権自体に対する債権差押は禁止されている。年金が振
込により支払われて預金口座へ預け入れられた場合，差押禁止の属性を承継す
るか否かが問題となる。多くの判例は，給与振込の事案を含めこれを否定し，
いずれも銀行による預貸金の相殺を原則として認めている。しかし，後掲判例
には事例判例的なものもあるようであり，また，その預金口座は一般口座であ
り，年金振込専用口座に関するものではない。学説は，相殺肯定説が多数であ
るものの，相殺の可否の問題につき最近までそれほど議論を重ねてはいないよ
うである。
　本稿は，拙稿「年金振込口座による相殺の可否─差押禁止の属性を振込金は
承継するか」（金融法務事情1708号32頁，2004年）の一部を書き改め，新たにその
後の判例，文献を加えて，年金等を差押禁止債権とした法の趣旨を識別可能
性・特定性があるかぎり振込金に及ぶものとみるべきか，それとも振込金は預
金債権に転化し一般財産化したため，差押禁止の法の趣旨は解消したと考える
べきかという点を論点として，利益衡量的視角から相殺の可否について再考し
たものである。また，年金専用口座である場合についても同様な視点から検討
を加えることにする。本稿では，「一般財産」のことを「責任財産」というこ
とがあり，一般財産とは，債務者の総財産から担保物権により優先的に把握さ
れている部分を控除したもの，と解している。まず，年金等振込に関する判例
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を順に概観することから始めることにする。
Ⅰ　判例の推移
⑴　相殺に関する判例（判例①～判例④）
判例①　札幌地判平成 6 ・ 7 ・18金融法務事情1446号45頁 
［損害賠償請求事件］
［事案の概要］
　Ｘ（原告）は，Ｙ（被告，銀行）との間で，平成 2 年 4 月 4 日，借入限度額30
万円の当座貸越契約（以下「本件当座貸越契約」という）を締結した。Ｘは，本
件当座貸越契約に基づき，Ｙから，逐次カードによって借入を受けていた。平
成 4 年 1 月21日，Ｙは，Ｘの代理人弁護士より多重債務者たるＸの債務整理を
受任した旨の書面を受信したので，同日，Ｘに対する貸金債権につき期限の利
益を喪失させ，翌22日，貸金元利金の一括返済を催告した。ＹのＸに対する貸
金元利金等の合計額は，同月29日，29万 4 千余円（以下，「本件貸金債権」とい
う）となっていた。
　Ｙは，Ｘの使用者である訴外Ａとの給与振込契約に基づいて，Ｘが受ける給
与をＸの普通預金口座（以下「本件預金口座」という）に毎月10日振り込んでい
た。 2 月 7 日，Ｙは，本件預金口座に支払停止登録をした。 2 月10日，給与振
込があり（ただし支払停止登録があるため午前 9 時までに入金されず，Ｙは，午後 2
時45分， 1 月分の給与を本件預金口座に振り込んだ），同日昼前頃，Ｙは，Ｘの代理
人に対して，預金債権（以下，「本件預金債権」という）と本件貸金債権を相殺す
る旨の意思表示をした（以下「本件第一の相殺」という）。さらに，Ｙは，同日午
後 3 時30分頃，Ｘの代理人に対して，本件貸金債権と本件預金債権を相殺する
旨の意思表示をした（以下「本件第二の相殺」という。本件第一の相殺及び第二の相
奥田昌道・債権総論［増補版］79頁（悠々社，1992年）。
潮見佳男・債権総論第 3 版Ⅱ 3 頁（信山社，2005年）。
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殺を併せて「本件相殺」ということがある）。しかし，同月12日，Ｙは，Ｘとのや
りとりを経て本件相殺を撤回し本件預金口座に預金残高を復元した。
　Ｘは，同月21日，Ｙを被告にして，本件相殺は権利の濫用にあたり不法行為
として違法であり一連の行為は違法であると主張して，民法709条に基づき慰
謝料等100万円の支払を求め，損害賠償請求訴訟を提起した。Ｙは，同日，支
払停止を解除し（Ｙの同月10日から同月21日までの支払停止を「本件支払停止」とい
うことがある），その後のＸの預金引出し等により同月24日の本件預金口座の残
高は零となった。
［判　旨］請求棄却（確定）
　差押えの禁止が定められている給付であっても，いったん受給者の預金口座
に振り込まれた場合は，その法的性質は受給者の銀行に対する預金債権に変わ
るのであるから，本件預金債権を受働債権とする本件第二の相殺について，民
事執行法152条 1 項，民法510条違反の違法をいうことはできない。
　本件相殺特約は，Ｙが相殺の担保的機能に期待を寄せる合理的な理由がある
ということができるのであるが，このような相殺特約による相殺も具体的個別
的事情に照らすと合理的理由がなく，権利の濫用として許されない場合がある
と解すべきである。
　本件第二の相殺は，その時期，意図，態様を，民事執行法152条 1 項，民法
510条，破産法104条 2 号の趣旨に照らすと，右給与相当額については，支払停
止後の債務者の最低限の生活保持の趣旨及び支払停止後の任意整理の過程にお
ける債権者間の公平の趣旨に反し，相殺の担保的機能を期待する合理的な理由
に欠け，Ｘに対する関係においても，もはや権利の濫用であって許されないも
のであるといわざるを得ない。
　しかしながら，相殺が権利の濫用として許されない場合においては，相殺が
無効となり，受働債権の債務者に債務不履行責任が成立すると解されるものの，
不法行為が成立するか否かについては，不法行為の成立要件である権利侵害の
行為が契約関係の範囲内に包含され，ただ契約上の義務の不履行という事実に
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ついてのみ存する場合には，債務不履行責任のみが成立するにとどまり，契約
関係に包摂されない何らかの権利侵害ないし公序良俗違反として違法性を具備
する特段の事情がある場合に，はじめて不法行為が成立する。本件においては，
前記認定した諸事情を考慮しても，本件第二の相殺及びこれに伴う本件支払停
止には預金契約関係に包摂されない不法行為としての違法性を具備する特段の
事情があると認めることができないから，ＹのＸに対する不法行為は成立しな
い。
判例②　釧路地裁北見支判平成 8 ・ 7 ・19金融法務事情1470号41頁 
［損害賠償請求事件］
［事案の概要］
　Ｘ（原告）は，平成元年 8 月16日，Ｙ（被告，信用金庫）との間で，訴外Ａの
借受金債務150万円につき連帯保証契約を締結して，右保証債務を分割弁済し
ていた。Ｘは，平成 3 年 6 月 3 日から平成 5 年 4 月19日までの間，Ｙに，普通
預金口座（以下「本件預金口座」という）を開設していた。平成 5 年 2 月から 3
月にかけて，本件預金口座に国民年金42万 2 千余円，労災保険金167万 3 千余
円の各振込入金があったところ，同年 4 月 1 日，Ｘの代理人弁護士は，Ｙに対
して，Ｘは怪我のため病院通いをしていて仕事ができなくなり今後の債務弁済
は不可能な状態である旨書面で通知した。これに対して，Ｙは，同月 2 日，Ｘ
の債務につき期限の利益を喪失させ，同月 9 日，Ｘに対する保証債務履行請求
権18万余円と本件預金口座の預金債権とを相殺する旨の処理（以下「本件相殺処
理」という）をした。なお，Ｙは，Ｘに対し，同月16日到達の書面で，本件相
殺処理をした旨通知（以下「本件相殺通知」という）をした。
　平成 5 年 7 月，Ｘは，Ｙを被告として，相殺の対象となった受働債権は差押
等禁止債権であり，これを相殺に供することは許されないと主張して，慰謝料
等の支払いを求める損害賠償請求訴訟を提起した。
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［判　旨］請求棄却（控訴）
　年金等のように差押ができない旨定められている給付については，それらが
受給者の預金口座に振り込まれた場合においても，受給者の生活保持の見地か
ら右差押禁止の趣旨は十分に尊重されてしかるべきではある。しかしながら，
一般的には預金口座には差押等禁止債権についての振込み以外の振込みや預入
れも存在するのであって，年金等は預金口座に振込まれると受給者の一般財産
に混入し，年金等としては識別できなくなるといわざるを得ず，このようなも
のについてまで差押を禁止することとなると取引秩序に大きな混乱を招く結果
となるというべきである。したがって，差押等禁止債権の振り込みによって生
じた預金債権は，原則として，差押等禁止債権としての属性を承継しないと解
するのが相当である。
　Ｘは，本件預金口座を，その開設当初から解約に至るまでの間を通じて，国
民年金及び労災保険金の入金のほかに，被告金庫以外の金融機関及び生命保険
会社からの入金並びに原告自身による金員の預け入れ，キャッシュカードによ
る引き出し及び保険の掛金の支払い等に多数回利用していたことが認められ，
右によれば，本件預金口座は原告の日常の財産管理のためのものであって，国
民年金及び労災保険金は本件預金口座に振込まれることによりＸの一般財産に
混入し，その識別ができないものとなっているというほかないから，本件預金
口座にかかる預金債権は差押等禁止の属性を承継していないというべきである。
本件における相殺は差押等禁止規定に反するものではない。
判例③　札幌高判平成 9 ・ 5 ・25金融法務事情1535号67頁（②の控訴審）
［事案の概要］
　Ｘは，当該金融機関以外の第三者にはその事情は不分明であるから，第三者
からの右口座の預金債権に対する差押えを認めたとしても，年金が預金されて
いる口座であることを知っている当該金融機関からの相殺は許されないと主張
して，控訴した。
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［判　旨］控訴棄却（上告）
　年金等の受給権が差押等を禁止されているとしても，Ｘに支払われる国民年
金及び労災保険金がＸの預金口座に振り込まれると，それはＸのＹに対する預
金債権に転化し，Ｘの一般財産になると解すべきであるから，差押等禁止債権
の振り込みによって生じた預金債権は，原則として，差押等禁止債権としての
属性を承継しないと解するのが相当である。Ｙがした本件の相殺は禁止される
ものではない。
判例④　最三小判平成10・ 2 ・10金融法務事情1535号64頁（③の上告審）
［事案の概要］
　Ｘは，相殺を可能とした原審の判断は差押等を禁止した法の趣旨に反し，国
民年金等の振込であることが識別可能であるのに，相殺を許容すると年金制度
の崩壊に繋がりかねないと主張して，上告した。
［判　旨］上告棄却
　原審の適法に確定した事実関係の下においては，所論の点に関する原審の判
断は，正当として是認することができ，その過程に所論の違法はない。
⑵　振込指定，充当特約，不解約特約に関する判例（判例⑤）
判例⑤　東京高判昭和63・ 1 ・25金融法務事情1193号33頁［不当利得返還請求
事件］（原審新潟地判昭和60・ 1 ・29判例時報1276号52頁，第一審新潟簡判昭
和59・ 7 ・23）
［事案の概要］
　Ｘ（上告人，控訴人，原告）は，昭和53年 2 月28日，Ｙ（被上告人，被控訴人，
被告，銀行）から厚生年金保険法に基づく老齢年金収入を返済資金に充てるこ
とを貸付条件として200万円を借受け，その際，Ｙに対し，右年金の振込先と
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してＹとの間で普通預金契約を締結して開設した普通預金口座を指定する旨約
し，社会保険庁に対してその旨の振込指定をし（以下「本件振込指定」という），
右振込指定特約により社会保険庁から振込まれて右口座の預金となったものを
適宜貸付債務の弁済に振替え充当することを承諾し（以下「本件充当特約」とい
う），かつ，貸付債務の返済完了まで普通預金契約を解約できない旨を約した
（以下「本件不解約特約」という）。Ｘは，昭和54年12月 4 日，先の借入の残債務
170万円と新規貸付130万円を合わせて300万円の消費貸借として本件貸付を受
け，その弁済方法も先の貸付と同様であった。Ｘは，昭和56年 4 月25日，Ｙの
支店にＸ名義の普通預金口座（以下「本件口座」という）を開設した。
　昭和57年10月21日，Ｘは，事業が破綻したため，Ｙに対し右預金契約を解約
する旨の意思表示をしたが，同年11月 1 日，社会保険庁より本件口座宛にＸの
老齢年金給付金39万 7 千余円（以下「本件年金」という）の振込送金を受けた。
Ｙは，年金振込金をＸの意思に反して貸付金の返済に充当した。
　Ｘは，Ｙを被告として，右充当を無効と主張して不当利得返還請求訴訟を提
起した。原審（前掲新潟地判昭和60・ 1 ・29）は，本件不解約特約を無効とした
が，不当利得返還請求権を受働債権とする相殺を認めＸの控訴を棄却した。Ｘ
より東京高裁へ上告。
［判　旨］上告棄却
　原審の確定した前記事実関係によれば，ＸはＹからの借入金の返済方法とし
て，本件振込指定，本件充当特約，本件不解約特約を締結したものであり，こ
れらの特約等はＹにとり債権回収のため担保的機能を営むことは否定しえない
としても，本件口座に振り込まれた年金は預金に転化し，Ｘの一般財産と混同
するのであって，Ｙが年金受給権自体を差押え又はこれに担保権を設定したも
のではないから，本件不解約特約が厚生年金保険法41条 1 項の規定を潜脱する
ものとはいえない。してみれば，本件不解約特約は無効とはいえないから，Ｙ
が本件振込指定及び本件充当特約に基づき本件口座に振り込まれ預金となった
本件年金に相当する金額を本件貸付債務の弁済として充当することは当然許さ
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れるものといわなければならない。
⑶　差押えに関する判例（判例⑥～判例⑬）
　民事執行法の制定前においては，差押禁止債権が預金口座に振込されて預金
債権が成立した場合における差押えの可否をめぐる判例は，見当たらないよう
である。債務者の代理人に支払われたものとして，次の判例⑥がある。
判例⑥　大阪地裁岸和田支判昭和55・ 7 ・25判例時報993号77頁［仮差押決定
に対する異議事件］
［事案の概要］
　Ｘ（執行債権者）は，Ｙ（執行債務者）の過失により発生した交通事故によっ
て，損害賠償請求権を取得した。自動車損害賠償法18条により差押禁止債権で
ある自動車事故の自賠責の保険金請求権がＹの代理人に振込により支払われ，
Ｘが債権執行を保全する必要があったので，その預り金返還請求権について仮
差押えをした。
　これに対して，Ｙは，右代理人に対して有する預り金返還請求権は差押禁止
債権であるとして，仮差押決定に対する異議を申立てた。
［判　旨］認容（確定）
　自賠法18条は，制度の社会保障的性格に基づいて交通事故の被害者等の保険
会社に対する請求権について差押禁止を定めているが，その差押禁止の範囲は
被害者等の保険会社に対する請求権そのものについてであり，その請求権の支
払いにより得られた金銭についてまでも差押禁止は及ばないものと解するのが
相当であり，本件のように差押禁止請求権の目的物たる金銭が債務者の代理人
3）
上原敏夫・債権執行手続の研究192頁（有斐閣，1994年）は，民事執行法制定以前においては，
差押禁止給付の口座振込みをめぐる判例は報告されていないとされている。
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である第三債務者に支払われた場合の右代理人に対する金銭引渡請求権も差押
禁止の対象とならないものと解すべきである。
判例⑦　福岡高裁宮崎支決昭和60・10・30（民事執行法関係裁判例要旨集236頁）
［事案の概要］
　Ｙ（相手方，自衛隊の退職者）は，自衛隊を退職し預金口座に振り込まれた給
料退職金の一部を定期預金300万円にしたところ，Ｘら（抗告人）の申立により
即日差押えを受けた。これに対して，Ｙは差押取消の救済を求めた。
［決定要旨］差押命令取消し
　Ｙは病身で稼働能力なく，一家の生計は長男の家庭教師による月 7 万円程度
の収入で細々と暮らしていることが認められる。本件各預金は，少くとも現時
点においては，Ｙの生活の維持のため欠くことのできない資金であって，当面
他にこれを補てんする途もないことが認められるので，民事執行法153条によ
りその取消を求めるＹの申立は理由がある。
判例⑧　東京高決平成 2 ・ 1 ・22金融法務事情1257号40頁［差押命令全部取消
決定に対する執行抗告申立事件］
［事案の概要］
　Ｙ（相手方，債務者，夫）の退職年金が預金口座に振り込まれて預金債権にな
り，Ｘ（抗告人，債権者，妻）が婚姻費用分担金債権に基づきこれを差押した。
Ｙが差押命令の取り消しを申立したところ，原審（浦和地裁川越支決平成元年10
月20日）は差押命令の取り消しを認めた。これに対して，Ｘは執行抗告を申立
てた。
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［決定要旨］原決定取消し・差押命令取消申立却下
　地方公務員共済組合法51条，私立学校教職員共済組合法25条，厚生年金法41
条は，いずれも，右各法に基づく給付を受ける権利は差し押さえることができ
ない旨を定めているから，それに基づく給付が受給者の預金口座に振り込まれ
て金融機関に対する預金債権となった場合においても，受給者の生活保持の見
地からする右差押禁止の趣旨は尊重されるべきであり，右のような預金債権の
差押命令は，その取消しを不当とする特段の事情のないかぎり，民事執行法
153条 1 項の適用により取り消されるべきである。
　そこで，右特段の事情の有無について，さらに検討するに，前記認定のとお
り，本件請求債権は，もっぱら前記各年金収入をもって支払われることを前提
に審判された婚姻費用分担金債権の 6 か月分であり，しかも，その分担金債権
月額17万円は，年金収入月額29万 6 千余円の57％以上に当たるところ，他方，
差押命令送達時に現存した預金債権は，前記各年金の年額合計の 4 分の 1 以下
にすぎないのであるから，記録により認められる抗告人，相手方双方の生活状
況を考慮しても，本件については，差押命令の取消しを不当とする特段の事情
があるというべきであり，民事執行法153条 1 項を適用して差押命令を取り消
すのは相当でない，といわざるをえない。
判例⑨　東京高決平成 4 ・ 2 ・ 5 金融法務事情1334号33頁［債権差押命令に対
する執行抗告事件］
［事案の概要］
　厚生年金および国家公務員共済年金の受給者であるＸ（抗告人，債務者）は，
第三債務者（銀行）に普通預金口座を有し，年金の振込口座として利用してい
た。Ｙ（相手方，債権者）は右預金債権を差押えた。Ｘは，預金債権は差押禁止
債権であると主張し執行抗告を申し立てた。原審（東京地決平成 3 年11月18日）
は差押を有効と認めたため，Ｘは，現在，身体障害により働らくことができず
年金収入のみに頼って生活をしているものであり，本差押を不当であるとして
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取り消しを求めて執行抗告をした。
［決定要旨］抗告棄却（確定）
　これらの差押えの禁止が定められている給付であっても，いったんそれらが
受給者の預金口座に振り込まれた場合は，その全額を差し押えることは何ら違
法となるものではないというべきである。なぜなら，それらの年金などの給付
が銀行口座に振り込まれた場合は，その法的性質は年金受給者の当該銀行に対
する預金債権に変わるものであるし，さらに，右銀行預金債権差押えの申立て
があった場合，執行裁判所としては，債務者及び第三債務者を審尋することは
予定されていない以上，当該預金の原資の性質を知ることは甚だ困難であるこ
と，加えて，次に述べる民事執行法153条 1 項の申立てがないのに，差押命令
発令の当初から預金の中身が年金などの振込みに基づくものであるかどうかな
どを考慮の上，差押えの当否や範囲を制限することは相当でない，と考えられ
るからである。
　もっとも，厚生年金保険法や国家公務員等共済組合法等により差押えができ
ない旨定められている給付について，それらが受給者の預金口座に振り込まれ
た場合においても，受給者の生活保持の見地から右差押禁止の趣旨は尊重され
るべきである。しかしその救済としては，民事執行法153条 1 項所定の申立て
が可能であり，執行裁判所は，債務者から右申立てがなされた場合，債務者及
び債権者の生活の状況その他の事情を考慮して，差押命令の全部または一部の
取り消しを行うことができるとされているのである。したがって，原決定に何
ら不相当と認めるべき点はない。
判例⑩　東京地判平成12・10・25判例タイムズ1083号286頁［差押禁止債権返
還請求控訴事件］
［事案の概要］
　Ｘ（控訴人，原告，債務者）は，心身障害者であり東京都葛飾区より福祉条例
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に基づく心身障害者福祉手当の支給を振込みにより受けていたところ，Ｙ（被
控訴人，被告，債権者）がＸ名義の預金口座の預金債権 6 万 2 千余円を差押えし
て，その後，請求債権に充当した。Ｘは，Ｙを被告として，差押禁止債権返還
請求訴訟を東京簡裁に提起した。
　原審（東京簡判平成12年 4 月14日）は，Ｘの差押禁止債権返還請求を棄却した。
Ｘは，預金債権に形を変えた場合にも差押禁止と解すべきものであり，また右
預金口座は専用口座であり，本件差押えは差押禁止債権の差押えに該当し，違
法，不当であると主張して控訴した。
［判　旨］控訴棄却（確定）
　仮に差押えが禁止されている債権であっても，それがいったん受給者の預金
口座に振り込まれた場合には，その法的性質は当該銀行に対する預金債権に変
わるものである上，執行裁判所としては当該預金の原資を知ることは困難であ
ること，債務者の救済は差押禁止債権の範囲の変更の申立て（民事執行法153条
1 項）によることもできること等を考慮すると，本件差押えを違法，不当とま
ではいうことはできない。
判例⑪　東京地判平成15・ 5 ・28金融法務事情1687号44頁 
［不当利得返還請求事件］
［事案の概要］
　Ｘ（原告，個人債務者）に対する債務名義に基づき，Ｙ（被告，債権者）は，Ｘ
の年金を預け入れた郵便貯金債権（以下「本件貯金債権」という）につき強制執
行（以下「本件債権執行」という）をした。Ｙは，平成14年12月 2 日，本件貯金
債権を取立て，136万2453円を回収した。しかし，Ｘは，同月 5 日，本件債権
執行に対して民事執行法153条 1 項所定の差押命令の一部取消し（差押禁止債権
の範囲の変更）の申立てをし，同月 6 日，その申立てに基づき支払を禁止する
旨の命令が発令された。
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　Ｘは，平成15年 1 月24日，Ｙを被告として，本件貯金債権の内，年金を原資
とする133万 5 千余円につき，年金に対する差押えは禁止されているから，年
金を郵便貯金として預入れた場合でも，当該貯金債権に対する強制執行は許さ
れるべきものではないと主張して，本件違法な債権執行によって回収した133
万 5 千余円の返還及び遅延損害金の支払いを求める不当利得返還請求訴訟を提
起した。そこで，本件債権執行の当否が本件訴訟の争点となった。
［判　旨］請求認容（控訴後，原告の訴え取下げにより確定）
　本件債権執行によって差し押さえられた本件貯金債権のうち，133万 5 千余
円は，Ｘが受給した年金が預け入れられたものであると認められ，この認定を
妨げる証拠はない。そこで，本件貯金債権に対する差押えの許否について検討
すると，年金に対する差押えが禁止された趣旨を全うするためには，年金受給
権に対する差押えに限らず，受給権者が年金を受給した後の年金自体に対する
差押えも許されるべきものではない。そして，年金受給者が受給した年金を金
融機関・郵便局に預け入れている場合にも，当該預・貯金の原資が年金である
ことの識別・特定が可能であるときは，年金それ自体に対する差押えと同視す
べきものであって，当該預・貯金債権に対する差押えは禁止されるべきものと
いうべきである。
　この点につき，Ｙは，本件貯金債権からＸの生活費などが支出された形跡が
ないことから，本件債権執行は許されるべきものであると主張するが，年金受
給権者が年金以外に財産を所有して生計を立てている場合には，当該財産に対
する強制執行が禁止されるべき理由はない。そして，年金受給権者が当該財産
を費消しないで預・貯金として蓄えているような場合にも，当該預・貯金が年
金を原資とするというだけで，これに対する強制執行が許されないというのは，
年金に対する差押えを禁止した法の趣旨を潜脱・逸脱して，不当に年金受給権
者に利する結果となる。Ｙの主張は，この意味において，これを首肯すること
ができるが，その見地から年金が原資となっていることが識別・特定し得る
預・貯金債権につき，強制執行が許されるというためには，前説示したところ
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に従い，年金受給権者が別の財産を所有し，これを費消して生計を立てている
が，当該財産が隠匿されるなどしているため，強制執行が可能な，顕在化して
いる財産としては，年金を預け入れた預・貯金しかないという事情を証明すべ
きものであって，別の財産それ自体が潜在的には存在すると推認し得る場合で
ないのに，年金を預け入れた預・貯金に対する強制執行が許されるという趣旨
であれば，Ｙの主張は，年金に対する差押えを禁止した法の趣旨を否定するに
等しく，首肯することができない。
　しかるところ，Ｘに年金以外の財産があるため，本件貯金債権の払戻しがさ
れていなかったのか否かについてみると，Ｘの生活費の支出がＸ本人の所有す
る別の財産によっていると推認し得る証拠はなく，証拠（甲 1 ）によれば，本
件債権執行に際しては，Ｘの10数口の預金債権についても，債権差押えがされ
ていることが認められるところ，本件郵便貯金以外に，差し押さえられた預金
債権はなかったように窺われるのであって，本件貯金債権の払戻しがされてい
ないという一事をもって，Ｘにおいて，別の財産を所有し，これを費消して，
年金を本件郵便貯金として蓄えている場合であるとまで断定することはできず，
本件債権執行が許されるということはできない。
　ＹのＸに対する本件債権執行は，本件事案においては，民事執行法の趣旨に
照らして，違法といわざるを得ないところ，この点は，Ｙの認識のいかんにか
かわらない問題である。したがって，本件貯金債権が年金を預け入れたもので
あることをＹが認識していなかったとしても，その違法であることに変わりは
なく，そのような違法な強制執行によって得た金銭を取得し得る法律上の原因
はないというべきであるから，Ｙは，本件貯金債権から回収した133万 5 千余
円（本件貯金債権のうち年金の預入れ部分）をＸに返還すべきものである。
　上記判決文には，年金は郵便貯金に預け入れたとあり，振込によるとの文言
はない。この判決はこれまでの判例の流れとは異なるものであり，Ｙより東京
高裁へ控訴がなされた。しかし，控訴後に原告より訴えの取下げがあり，本事
件は終結した。
年金振込口座による相殺の可否再考（宮川）
（131）　33
判例⑫　大阪地判平成19・ 9 ・20判例時報1996号58頁 
［差押金返還請求控訴事件］
［事案の概要］
　Ｙ（被控訴人，被告）は，平成18年 6 月27日，大阪地裁発布の債権差押命令
（以下「本件差押命令」という）によりＸ（控訴人，原告）の郵便貯金債権二口26
万 4 千余円（以下「本件貯金口座一及び二」，「本件貯金債権一及び二」という）を差
押えた。Ｙは，同年 8 月15日，本件差押命令による取立権に基づき第三債務者
である日本郵政公社から差押えに係る26万 4 千余円の支払いを受けた。
　Ｘは，Ｙに対し，上記郵便貯金債権は年金を原資とするものであり，差押禁
止債権に当たるとして，不当利得又は不法行為に基づき，利得金ないし損害賠
償金27万 6 千余円の支払を求めた。第一審（大阪池田簡裁判決平成18・12・20）
は，Ｘの請求を棄却したので，これを不服とするＸが大阪地裁に控訴した。
［判　旨］控訴棄却（確定）
　厚生年金保険法41条 1 項は保険給付を受ける権利を差し押さえることができ
ない旨規定しているところ，〈証拠略〉によれば，本件貯金口座一及び二はＸ
の受給する厚生年金の振込口座となっており，本件貯金債権一及び二には，厚
生年金が振り込まれたものが原資の一部として含まれていることが認められる
（なお，〈証拠略〉によれば，本件貯金債権一のうち，少なくとも13万 2 千余円は年金
を原資とし，本件貯金債権二のうち，少なくとも32万余円は年金を原資としているもの
と認められる）。
　しかしながら，厚生年金保険法によって差押えの禁止が定められている給付
であっても，いったんそれが受給者の貯金口座に振り込まれた以上，それは年
金受給者の日本郵政公社に対する貯金債権となる。年金受給権が国に対して年
金の支払を請求できる権利であるのに対し，貯金債権は日本郵政公社に対して
貯金の払戻しを請求できる権利であるから，年金受給権と貯金債権は明らかに
法的性質を異にするものであり，貯金債権が年金受給権の給付目的の同一性を
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承継するとはいえない。したがって，貯金債権は年金受給権の差押禁止債権と
しての属性を承継しないから，貯金債権の全額を差し押さえることは何ら違法
となるものではない。
　もっとも，差押禁止の趣旨を理由として年金受給権の給付目的を承継しない
貯金債権まで差押禁止債権とすることは，法の明文の規定なく責任財産から除
外される財産を認めることとなり，取引の安全を害することとなる上，年金を
原資とした貯金債権であっても，受給者が年金以外に財産を所有して生計を立
てている場合などには差押えを禁止する必要はないことをも考慮すれば，年金
を原資とした貯金債権を差押禁止債権とするのは相当でない。上記差押禁止の
趣旨に基づく年金受給者の救済としては，民事執行法153条 1 項所定の申立て
が可能であり，執行裁判所が，債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を
考慮して，差押命令の全部又は一部の取消しを行うことによって図られるべき
ものである。
判例⑬　神戸地決平成20・ 1 ・24兵庫県弁護士会ホームページ［債権差押範囲
変更申立事件］
［事案の概要］
　Ｘ（相手方，債権者）は，Ｙ（申立人，債務者）に対し，平成19年12月12日，神
戸地裁に対し，婚姻費用分担事件の執行力ある調停調書正本に基づき，Ｙが第
三債務者（銀行）に対して有する預金債権につき差押えを申し立て，神戸地裁
は，同日，債権差押命令を発令した（以下「本件差押え」という）。第三債務者は，
上記差押えについての陳述において，普通預金（以下「本件口座」という）に84
万 6 千余円が預金債権として存し，弁済する意思がある旨の回答をした。これ
に対して，同月21日，Ｙは，差押えられた本件口座は年金受給の口座であると
して，民事執行法153条に基づく債権差押範囲変更の申立てをした。
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［決定要旨］差押範囲の一部取消し
　本件口座には，平成18年 4 月 4 日以降平成19年12月14日の本件差押えまでの
間，平成18年10月17日に合計180万円が振り込まれた以外は，Ｙの年金以外の
入金はない。一方，本件口座には，平成18年 4 月 4 日，繰越金として262万 4
千余円が存したが，同年11月30日には預金残高が 5 万余円となっており，その
後は，上記のとおり，Ｙの年金以外には入金はなく，本件口座からは，家賃，
電話代，ガス代，国民健康保険料，損害保険料等の振替がなされている。
　本件口座に対する本件差押えにかかる預金債権84万 6 千余円は，本件口座に
入金されたＹの年金が預金債権となったものと認めるのが相当であり，年金債
権が差押禁止債権であることからすれば，本件口座の預金債権に対する差押え
も禁止されると解するのが相当である。よって，本件申立は本件口座の預金債
権に対する差押えを取消す限度で理由がある。
Ⅱ　年金振込金に対する差押，相殺の可否
⑴　学説の整理
①　年金が金銭で支払われた場合，代理人に支払われた場合
　年金受給権に対する差押禁止の効力の及ぶ範囲については，まず，年金が金
銭で支払われた場合には，受給者が受給したその金銭には原則として差押禁止
の効力は及ばない。受給者がその受領した金銭を預金にした場合にも，同様に
原則として差押の効力は及ばない。この論拠として，預金を現金と同視して民
事執行法131条 3 号を預金債権にも適用する見解と，同法153条 1 項の変更申立
によるべきとの見解がある。
　次に，年金が受給者の代理人に支払われた場合に，受給者が右代理人に対し
て有する金銭引渡請求権についても，差押禁止の効力は及ばないことになる。
判例⑥は，自賠責保険金が債務者の代理人に支払われその預り金返還請求権に
4）
5）
上原・前掲註 3 書184頁。
小島武「差押禁止財産と債務者保護」ジュリスト876号103頁（1987年）。
4）
5）
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対する仮差押決定に対して，異議申立を認めたものである。
　また，年金支給者が年金を供託した場合には，原則として差押禁止の効力は
及ばないことになろう。しかし，第三債務者が供託した段階では，供託物還付
請求権は，受給者がその物を受け取っていないから，差押禁止に服するという
見解もある。
②　年金が預金口座に振込みされた場合
　年金の支払いとして預金口座に振込みされた場合の預金債権についても，差
押えの効力は及ぶのであろうか。この問題については，旧民事訴訟法のもとに
おいてすでに見解の対立があった。すなわち，差押を禁止した法の趣旨を徹底
して，その差押禁止債権が銀行の預金口座に振り込まれた場合にもそのまま妥
当するとみる見解と，法律が差押禁止を定めているのは，そこに掲げられた債
権そのものについてであって，預金口座に振込まれた場合の預金債権は差押禁
止の対象とはならないとする見解が対立していた。当時の法務省民事局参事官
の第 2 次試案についての見解は，給料債権につき，給料の口座振込金について
は，給料債権と預金の払戻債権（特に他の預金と混同すると）とは別異のものと
いわざるをえず，差押禁止とするには，明文の規定を要するとしていた。この
問題は民事執行法の立法過程において検討されたものの，新法に特別の規定は
設けられず，結局，解釈に委ねられることとなったのである。
　問題は，年金受給権が振込みにより預金債権に転化した場合において，債権
者が預金債権を掴取する必要性と，債務者の生活を保護するために年金を原資
とする預金債権を確保する必要性とをどのように調和させるかという点にあろ
う。年金が預金口座に振込みされ，預金に転化した場合につき相殺の可否を利
6）
7）
8）
9）
10）
鈴木忠一＝三ケ月章＝宮脇幸彦編・注解強制執行法（ 2 ）423頁［戸根住夫執筆］（第一法規出
版，1976年）。
宮脇幸彦・強制執行法（各論）104頁（有斐閣，1978年）。
戸根・前掲註 6 書423頁。
浦野雄幸「強制執行法案要綱案（第二次試案）について（四・完）─第一次試案との主要相違
点について」ジュリスト554号93頁，94頁註44（1974年）。
竹下守夫ほか・民事執行セミナー（ジュリスト増刊）279～290頁の差押禁止債権に関する（宇
佐見隆男ほか）各発言参照（1981年）。
6）
7）
8）
9）
10）
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益衡量的に検討することが本稿の目的であり，この中心問題については後で検
討したい。この問題については，立法化の提言がなされており，たとえば，伊
藤進教授は，相殺禁止期間を定めた立法化が望ましいとされている。
　外国の状況については，まず，ドイツにおいては，後述の法改正があるまで，
社会保険等給付の口座振込につき，振込入金後 7 日間は当該預金口座の差押が
禁止され，給料の振込口座につき，差押を受けた債務者は，差押の日から次の
給料支払日までの日数に対応する金額につき差押の取消しを求めることができ
る。アメリカにおいては，カリフォルニア州法では一律に500ドル─複数の受
給者の共同口座の場合には750ドルを差押禁止としている。フランスでは，差
押禁止債権が口座に振込みされてかかる預金に差押を受けたときでも， 2 ヵ月
分の差押禁止部分が債務者に解放されるものとされている。
　学説を大別すると，預金債権に転化したからには異別の債権であり相殺は禁
止されないとするものと，右禁止の趣旨からして振込金にも差押禁止の趣旨が
及ぶとするものにわかれている。ここで，前掲最判平成10・ 2 ・10に関心を示
す学説をいくつか紹介しておきたい。
　まず，中野貞一郎教授は，給与が銀行等に振り込まれた場合，給与債権じた
いが消滅し，預金債権となった以上，その全額の差押えも可能となるが，差押
禁止の保護利益を確保する必要があり，その預金債権を差し押えられた債務者
は，給与振込による預金増加分につき，差押禁止額に対応する限度で，預金債
権に対する差押命令の一部取消しを求めうると解すべきであり，振込みによっ
て成立した預金債権を受働債権とする金融機関からの相殺も，同様に可能と解
せざるをえないが（前掲最判平成10・ 2 ・10），この場合には，法153条を類推す
11）
12）
13）
14）
15）
伊藤進「金融機関の信用供与債権と年金等の振込を原資とする預金債権との相殺について」金
融法務事情1546号61頁（1999年）。
上原・前掲註 3 書200頁。
上原・前掲註 3 書201頁。
佐藤鉄男「給与振込による預金債権の差押と相殺」今中利昭先生還暦記念論文集・現代倒産
法・会社法をめぐる諸問題208頁（民事法研究会，1995年）。
内田勝一・債権総論（弘文堂，2000年），鈴木禄彌・債権法講義四訂版（創文社，2001年），淡
路剛久・債権総論（有斐閣，2002年），内田貴・債権総論・担保物権第 3 版（東京大学出版会，
2005年）など最近の主要教科書は，触れていない。
11）
12）
13）
14）
15）
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る余地がなく，金融機関の自制が望まれる，としていた。中野教授は，その後，
金融機関からの相殺は給与等の差押禁止範囲に当たる部分については効力を生
じないと解すべきである，と改説されている。
　しかし，保証人がいる場合もあり，関係当事者の利益状況に配慮して，相殺
権の濫用にならないように留意すべきものであろう。
　近時，受給者を受益者とする第三者のためにする契約であると構成して，諾
約者である金融機関は受益者の権利（差押禁止債権の転化した預金債権）を変更，
消滅させることはできない（民法538条）と構成し，あるいは要約者である国の
意図に反して相殺することはできないと主張する見解がある。
　さらに，差押禁止債権に関する振込指定は脱法行為として，相殺は禁止され
るものであり，また，民法510条を根拠に，相殺にも民事執行法153条を類推適
用して，相殺の取消しを認める余地があると説く見解も存在する。
　これに対して，潮見佳男教授は，専用口座に注目し，（前掲最判平成10・ 2 ・
10を紹介して），問題の預金口座がもっぱら年金の振込に用いられている場合の
ように受働債権たる預金債権が実質的に差押禁止債権の価値変形物であると評
価し得る場合や，銀行側が年金・労災保険金等の振込があることを待ち受けて
相殺をする場合には，生活保障的給付としての年金等の性質にかんがみ，相殺
権の濫用とされる場合が出てくる可能性は否定できないであろう，とされてい
る。これまでの判例（判例①～判例⑬）の事案は，すべて一般口座であって一般
的財産管理のために利用していたものであり，専用口座と認められた事例はな
かった。年金専用口座については後でとりあげる。
16）
17）
18）
19）
20）
21）
中野貞一郎・民事執行法［新訂四版］571頁（青林書院，2000年）。
中野貞一郎・民事執行法［新訂六版］657，658頁（青林書院，2010年）。
相殺権の濫用の問題と類型については，久保井一匡「相殺権の濫用」遠藤浩＝林良平＝水本浩
監修・現代契約法大系第 5 巻金融取引契約26頁以下（有斐閣，1984年）を参照。
深川裕佳・相殺の担保的機能238頁，239頁（信山社，2008年）。
深谷格・相殺の構造と機能322頁，323頁（成文堂，2013年）。
潮見・前掲註 2 書320～321頁。
16）
17）
18）
19）
20）
21）
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⑵　年金振込による「一般財産」化，差押えとの比較
　相殺とは，債務者の一般財産となっている（自己に対する）債権から，一方
的意思表示により独占して満足を得る方法である。振込口座との相殺や充当特
約に関する判例（判例①～判例⑤）をみると，判例①から判例⑤までは，結論と
して預金債権の一般財産化をすべて認め，相殺を禁止していない。判示の表現
に注目すると，判例①では一般財産という説示はないものの，判例②～判例⑤
では，振込みにより，一般財産に混入し，年金等としては識別できなくなる
（判例②），預金債権に転化し，一般財産になると解すべきである（判例③，最
高裁判例④も肯定），一般財産と混同するのであ（る）（判例⑤）など，微妙な使
い分けがなされているものの，これらは，一般財産化を認める点において，同
趣旨のものであろう（なお，判例①は，給料振込の事案であり一般財産化についての
説示はなく，相殺を権利の濫用であるとして否定した）。
　一方，差押についての判例（判例⑥～判例⑬）をみると，年金等が代理人に支
払われた後は差押禁止の対象とは認めていない（判例⑥）。また，振込後の預金
債権を差押禁止とは認めない（判例⑦⑧⑨⑩）。そして，判例⑦⑧は，差押命令
の取消の可否について争われたものであり，裁判所は裁量により弾力的な扱い
を示し，結論は別れている（判例⑦は差押取消肯定，判例⑧は差押取消否定，判例
⑧の債権者は婚姻費用分担を求める妻であり，債務者はその夫であった）。注目すべき
は判例⑪であり，これらの判例とは異なり，差押債権者が取立を完了した後に
差押命令が取消された稀な事案について，振込後も原資が年金であることの識
別特定が可能であるときは年金それ自体に対する差押えと同視すべきものであ
るとし，差押えは禁止されるべきものとする。この点，学説は，つとに債務者
による取消申立は迂遠であり，差押債権者に払渡しされると法が意図した債務
者保護の趣旨が実現されない危険があることを指摘していた。この判例⑪は，
これまでの流れと対立するものである。差押債権者としては差押命令が取消さ
22）
23）
高木多喜男・金融取引と担保 2 頁（有斐閣，1980年）。
鈴木忠一＝三ケ月章編・注解民事執行法［ 4 ］513頁［五十部豊久］（第一法規出版，1985年）。
22）
23）
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れたことを知った後は，取立金を返還すべきであったといえる。差押に関する
今後の判例の動向が注目されるとともに，判例⑪で説示する識別・特定の可能
性とともに前記事案の特殊性にも目配りして考察する必要があろう。最近の判
例をみると，判例⑫は，年金原資の預金債権を第三債務者から支払を受けた差
押債権者に対し，債務者が民事執行法153条 1 項の申立をせずに，差押禁止債
権にあたり不当利得又は不法行為であると主張した事案につき，年金原資でも
差押禁止の属性を承継しないとし，前記申立を債務者の救済手段として位置づ
けているのである。一方，判例⑬は，年金原資の預金債権を差押禁止と解して，
差押範囲の一部取消しを認めた（承継説をとり預金口座には年金以外の入金がない
ことをも認定している）。
　次に，差押に関する判例には，相殺に関する判例と異なり，一般財産化とい
う文言はみられない。差押の場合は，差押の適法・違法の判定やその取消の手
続面に焦点が置かれているため，一般財産化の説示が不可欠ではないからであ
ろう。とはいえ，これまで取り上げなかった最近の判例（鳥取地判平成25・ 3 ・
29金融・商事判例1419号51頁）に，児童手当が預金口座に振り込まれると受給者
の一般財産に混入（する）と触れる（原則として差押えは許されるが振込当日の差
押処分断行を違法とする）ものがみられる。
　以下では，一般口座の場合，専用口座の場合に分けて相殺の可否につき検討
する。
Ⅲ　相殺における債務者の利益衡量
⑴　差押禁止財産を受働債権とすることができない理由
　差押禁止債権については，そもそも，甲の乙に対する債権が差押禁止債権で
あるときは，乙は現実にこれを弁済すべきであって，乙は甲に対する債権を有
していても，相殺によってその債務を免れることはできない。差押禁止によっ
てその債権者を保護する目的を徹底させようとする趣旨であり，特に債権者に
24）
25）
我妻榮・新訂債権総論331頁（岩波書店，1964年）。
我妻・前掲註24書331頁。
24）
25）
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対して現実に履行されることが必要な債権であるから差押が禁止されたもので
あり，相殺によってこれに反する結果になるのは適当でないからである。これ
は，差押禁止の趣旨を貫徹して債権者に現実の弁済をうけしめることを目的と
するものである。他方，相殺契約も可能と考えられている。これを年金にあて
はめると，年金支給者（乙）が受給者（甲）に債権を有していても，乙は相殺
によって支給義務を免れることはできず，甲に年金を現実に弁済すべきことに
なる。差押禁止の趣旨を年金振込の預金債権に押し及ぼすべきであろうか。
　まず，預金債権に転化した年金額との相殺は禁止され，相殺は無効であると
の主張がある。その理由として，差押によるよりも相殺による場合の方が債務
者の不利益が大きいこと，すなわち，差押については差押前の段階で公的機関
による調査という適正化確保の監視機能があるのに対して相殺には事前の抑制
措置が存しないこと，事後の紛争処理においても差押については執行抗告によ
る迅速な対処ができるのに対して相殺の無効を争うには長期間を要すること，
などを指摘している。差押と相殺を比較すると，年金受給者と支給機関間，労
働者と使用者間においては，相殺の方が差押よりも年金受給者や労働者にとっ
て不利であろう。しかし，年金振込はそもそも支払方法の特約であり，振込に
より差押禁止債権たる当該年金は支払われて消滅し，預金債権が発生すること
を否定できない。預金となることにより受給者の支配下に置かれたものと評価
するべきものであろう。同一の債権ではなくなり，しかも一般財産化したもの
であり，受給者の支配下にあるものにつき，差押禁止規定の法の趣旨が及ぶと
解することは，念頭に置いている相殺の当事者が異なる（使用者と従業員間→預
金者と金融機関間）ことからしても，少し飛躍のある解釈であろう。金銭受領と
預金振込を同視・同評価する私見の立場では，前掲最判平成10・ 2 ・10を支持
することになる。差押禁止債権を定めた法の趣旨を，銀行取引における預金に
26）
27） 28）
29）
星野英一・民法概論Ⅲ（債権総論）補訂版296頁（良書普及会，1984年）。
於保不二雄・債権総論［新版］419頁（有斐閣，1972年）。
於保・前掲註27書419頁，奥田・前掲註 1 書576頁。
長尾治助「高齢者保護とレンダー・ライアビリティ（上）─預金債権に転化した年金額との相
殺禁止」NBL571号10頁（1995年）。
26）
27）
28）
29）
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まで及ぶものと解して扱うことは原則としてするべきものではないと考える。
　差押と相殺の関係について考えると，年金振込金との相殺は，金融機関が受
給者に対して先行する貸金を有し，後行する年金振込金とを相殺するものであ
り，このような事情（預貸金の存在と相殺の合理的期待）は，差押の場合には存
在しないものである。これゆえに相殺では公平機能が確保され，この意味では
受給者は害されることなく，受給者からの相殺もできるのである。差押の場合
の民事執行法153条の保護を，かりに相殺に類推適用すると，判例⑪のように
差押の取消があった場合には，すでに一般財産として形成されたものにつきな
された相殺につき，差押の取消部分につき相殺を禁止されることとなり，手続
法の類推により一般財産（実体法上の引当）の範囲を画することにもなり，取引
の安全（相殺禁止状態の存続や相殺により担保を解放した場合など）に影響する。民
法上明文の禁止規定がないかぎり，民事執行法153条の類推適用を否定し，相
殺は肯定されると考察する。
⑵　年金受給者の保護
　年金受給者の保護については，年金受給者は，まず，年金受給権という中核
の権利につき差押禁止の保護を受けている。さらに民事執行法153条の保護規
定を利用できるほか，振込先の変更をすることが常に可能であり，年金受給者
が振込指定先の変更をするかぎり，相殺の対象となるものは実質一回分の支払
額を対象とするにすぎない。これらの点を考慮すると，年金受給者の保護は図
られているものと評価する。かりに，右の差押禁止規定の法の趣旨を類推して
年金振込金を責任財産の範囲外とすると，弱小事業者など他の所得者層との間
に扱い上の不均衡をもたらすこともあろう。預金者と銀行との間においては，
相殺についての一般的要件を具備すれば，その要件のうちに，預金者の利益が
30）
31）
大西武士「判例批評」判例タイムズ995号31頁は，相殺肯定説の立場から，信義則の適用を考
えるべきであろう，と主張する（1999年）。
石井眞司＝伊藤進＝上野隆司「〈座談会〉年金受給権等の差押禁止債権が預金口座に振り込ま
れた後の差押および相殺の効力」銀行法務21．504号43頁［伊藤進発言］（1995年），秦光昭「判
例批評」金融法務事情1364号69頁（1993年），伊藤進「判例批評」金融法務事情1470号19頁
（1996年）。
30）
31）
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考慮されているゆえに，原則として相殺権の濫用とならないと考える。
　この問題は，年金受給者と銀行を敵対的関係のように対置させて考えるべき
ものではなく，調和的に対置させて，利益衡量的に考えるべきものであろう。
当然，銀行も，差押禁止の趣旨を可能なかぎりで尊重するべきものであろう。
たとえば，生活保護法による生活保護世帯に等しい受給者の場合には，一般の
年金受給者以上に配慮すべきものであろう。他方，下級審判例は，過払賃金の
返還債務と賃金との相殺につき，相殺の目的，範囲，および時期からして，差
押禁止債権を受働債権としてなされた相殺を適法であるとしている。
⑶　年金専用口座
①　年金専用口座の場合
　年金専用口座とは，年金額の受領とその払戻のために専ら使用する預貯金口
座のことである。年金専用口座については，年金専用口座→原資の識別・特定
可能→相殺禁止，と考えるべきものであろうか。預金者が預金の管理状況を前
面にだして専用口座であると主張しても，銀行が予め相殺禁止の同意をしてい
た場合は別論として，銀行はそのような認識をもっていないであろう。また，
年金によって細々と生活している年金受給者の多くは，通常家計のため一口座
程度しか有していないであろう。判例の事案は，代理人に支払われた判例⑥を
除き，すべて一般口座である（判例⑪も年金専用口座の主張を認定していない）。反
対に，少し余裕のある年金受給者が年金専用口座を有しているのが実態に近い
ように思われる。このように考えると，弱者保護とは反対の結果を招来しかね
ない場合もあるであろう。
　ここで，年金専用口座を分類してその概念をより明確にする必要がある。た
とえば，弁護士の預り金口座や損害保険代理店の預金口座については，預り金
32）
33）
34）
35）
高木多喜男「相殺（下）」金融法務事情824号 4 頁（1977年）。
竹下ほか・前掲註10民事執行セミナー280頁［宇佐見隆男発言］は，生活保護世帯等の場合を
民事執行法152条に規定することが困難な理由について説明している。
前橋地判昭和36・ 3 ・ 2 判例時報255号18頁。
長尾治助「高齢者保護とレンダー・ライアビリティ（下）─預金債権に転化した年金額との相
殺禁止」NBL576号32頁（1995年）。
32）
33）
34）
35）
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や保険料収入という特別の資金を管理する目的を有し，関係者の間で預金の帰
属を争う関係が生じやすく，つまり誰の一般財産かが問題となる。年金専用口
座についてはこのような帰属争いは生じないものの，年金のみを預入→識別性
有り→一般財産否定＝相殺禁止，として法律構成することは，預金の管理状況
をもって一般財産の範囲を画する基準とすることとなり，取引の安全にも影響
を与えるものであろう。その債務者の一般債権者を害することになるからである。
②　今後議論を要する点
　原資が年金であることを金融機関は預貯金の異動明細をみれば把握できるか
ら，金融機関からの相殺は許されないとする見解については，もう少し議論を
加えるべき点があろう。金融機関が振込金の原資を知りえるとしても，いつま
でも年金の属性は続くと考えるべきものであろうか。一例として，年金のみで
生活している受給者の年金専用口座に，隔月10日，年金振込額（ 2 か月分）が
40万円あり，振込前の預金残高60万円，振込後の預金残高100万円である場合，
を想定する。振込金40万円の原資が年金であることは明らかであり，振込前の
預金残高も年金振込みによるものであるから，この見解によると相殺すること
はできないとの結論に傾くことになる。しかし，生活保護としては，年金 3 か
月分の60万円程度を必要（次の年金振込は 2 月後にある）と仮定すると，残高100
万円との差額40万円（100万円－60万円）につき，相殺は可能という見方もでき
る。そうすると，年金原資の預金であっても，相殺の時点，生活必要費，相殺
の範囲，相殺後の預金額からみて相殺権の濫用ではない場合もあるという見解
が成立することになる。余裕のある者ほど年金専用口座に年金振込金を蓄積し
ていることが考えられる。年金振込後かなり年月が経過した預金について，そ
れらを問うことなく年金振込金であることを理由に相殺を禁止するのであれば，
この点につき一般財産の範囲を含め，もう少し議論をすることが望まれるであ
ろう。預金債権に転化した以上，一般財産として，預金の払戻し，預金債権譲
36）
吉岡伸一「差押禁止債権の預金債権への転化と禁止属性の承継」岡山大学法学会編・法学と政
治学の新たなる展開85頁以下（2010年）。
36）
年金振込口座による相殺の可否再考（宮川）
（143）　45
渡（譲渡禁止特約のない場合），預金の担保提供をすることは自由であるのに，
相殺をいっさい認めないことになると疑問を感じないこともない。他方では，
年金振込当日の相殺については，相殺権の濫用として議論することとし，相殺
の可否については今後とも，きめ細かい検討を必要とするものであろう。
⑷　債権者平等の原則の限界としての相殺
　年金振込金との相殺を肯定する立場から，相殺禁止の基準となるべき支払不
能につき検討を加える。相殺は債権者平等の原則の限界を示すものであり，ま
た，相殺は当事者間では公平な趣旨を保持するものであろう。債権者平等の原
則との関係では，任意整理における預金者の支払不能の場合にも，破産法71条
1 項 2 号 3 号を類推適用するべきか否かが問題となる。判例①をとりあげると，
預金者の弁護士からの受任通知では，預金者は「任意整理であり支払不能であ
る」とあるので，支払不能→任意整理である→支払不能後の預金預入である→
破産法71条 1 項 2 号 3 号の類推適用→相殺禁止，と判断することはその当時に
おいても可能な見解であったであろう。この立場に立つと，支払不能後に年金
振込があった場合には，任意整理であっても振込金との相殺を禁止すべきこと
になり，支払不能前に年金振込があった場合には，振込金と相殺できることと
なる。結論として，両者の利益衡量がなされているものと考えられる。年金受
給者等の支払停止，支払不能を認識するのは，債務者の代理人弁護士からの受
任通知送付によることが多い。
⑸　弁護士からの受任通知の送付と支払停止，支払不能かどうかの判定
　弁護士からの書面の内容としては，通例，①多重債務が存在し，支払停止な
37）
38）
高木新二郎＝中村清・私的整理の手引き228頁は，破産法104条の適用ないし準用はないとする
（金融財政事情研究会，1987年）。上野久徳・倒産処理と法的技法202頁は，不公平な相殺につい
て相殺の効力を否定する（商事法務研究会，1976年）。
支払の停止とは，債務者が資力欠乏のため債務の支払をすることができない旨を外部に表示す
る行為をいい，債務者が債務整理の方法等について弁護士と相談し，破産申立方針を決めただけ
では，他に特段の事情のない限り，外部に表示する行為がないから，支払の停止とはいえない
（最一小判昭和60・ 2 ・14金融法務事情1100号82頁）。
37）
38）
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いし支払不能であること，②破産申立て，調停申立ての準備または私的整理を
進めようとしていること，③債務額の確認（債権調査）手続中であること，④
本人家族に対する支払の請求及び連絡の禁止要請（取立行為の規制），などがあ
ろう。その書面については，客観的に，債務者が支払不能であるか否かを判断
できる文面であることが望まれ，今後，弁護士会が中心となって，その書面の
内容につき消費者と金融機関の両者の立場を考えて織り込むべき文面の標準化
を図る方向で検討が進むならば，両者にとって便利であろう。
　金融機関としては，一般に，支払停止ないし支払不能であるか否かを判断す
ること，預金につき支払停止登録の要否を判断すること，保証人への対応（連
帯保証人につき弁護士の受任がない場合）を考えること，取立行為を自制すること，
などが中心的な対応であり，取立行為の自制については，賃金業法の対象外で
あっても心すべきものであろう。なお，新破産法（平成16年 6 月 2 日法75）では，
相殺禁止の範囲を見直し，相殺禁止の基準時を支払不能になった時としてい
る（71条 1 項 2 号，72条 1 項 2 号参照）が，これらの規定を任意整理の場合にも
類推適用する必要があろう。
　最後に，相殺に関する最近の判例を踏まえて，年金等振込口座との相殺を中
心にして，留意点をまとめておきたい。
Ⅳ　相殺に関する最近の傾向と留意点
⑴　任意整理における相殺と留意点
　相殺と私的整理について付言すると，私的整理中に一部の債権者がなした相
殺は権利の濫用に該当することがあるのであろうか。東京地判平成11・ 3 ・25
判例時報1706号56頁は，原告（下請会社）の私的整理につき適正かつ衡平に進
39）
40）
41）
最判平成24・10・19金融・商事判例1406号26頁は，給与所得者たる債務者の代理人弁護士が債
権者一般に対して債務整理開始通知を送付した行為を破産法162条 1 項 1 号イ及び 3 項にいう
「支払の停止」に当たるとしている。
「破産法等の見直しに関する要綱」金融法務事情1686号66頁も参照。
新潟県弁護士会編・Q ＆ A 相殺の実務224～226頁（ぎょうせい，2003年）参照。本書は，相
殺について体系的に整理された実務家用の文献である。
39）
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められているものと評価しつつも，被告（元請会社）とＡ（被告の子会社）が原
告の危機的状況を認識しながら，被告がＡから相殺目的で手形債権や売掛金債
権を取得し，これを自働債権として相殺したものと認定して，一般債権者との
関係では債権者間の衡平を害すること著しく相殺は権利の濫用として許されな
い，とする。銀行取引においても，債権者間の公平の趣旨を尊重した事例判例
として，判例①とともに今後参考にするべきものであろう。
⑵　年金等振込口座との相殺と利益衝量
　林部實教授は，金融機関の相殺のチェックポイントとして，①債権回収のた
め必ずしも必要とは思われない相殺を自制すること，②相殺適状になってから
は相殺を努めて早くすること，③相手方の生計維持に重大な支障が生ずる債務
の選択を差し控えること，などの留意点をあげておられる。年金振込口座との
相殺については，さらに以下の点がいえる。まず，①③の点に付加して，金融
機関が換金処分の容易な担保付債権と狙い打ちで相殺した場合，支払不能の直
前に強引に年金振込口座を自行に変更させて支払不能後に振込金を受け入れて
相殺した場合には，著しく公平を害するので相殺権の濫用問題が生じるであろ
う。次に，②の点については，前述のとおり，潮見佳男教授の振込を待ち受け
ての相殺は相殺権の濫用であるとの指摘がある。（なお，期限の利益に関しては，
わずか一日の返済遅滞により期限の利益喪失を喪失させたことを否定した判例，期限の
利益の喪失を前提とした一括弁済請求につき期限の利益喪失の撤回を推認して信義則違
反とした判例などがあることに留意する必要がある）。また，③の点については，年
42）
43）
44）
45）
46）
最判平成 2 ・ 7 ・20金融法務事情1270号26頁，差戻審の高松高判平成 4 ・ 3 ・31金融法務事情
1345号25頁を認識しての説明かとも思われる。
林部實・相殺実務の手引き［新訂版］207頁（金融財政事情研究会，1996年）。
拙稿「年金等の振込口座による相殺をめぐる諸問題」金融法務事情1487号48頁（1997年）。不
動産担保付債権との相殺は，これだけでは相殺権の濫用にはならない（最判昭和54・ 3 ・ 1 金融
法務事情893号43頁）。相殺権の限界をめぐる最近の議論状況につき，長谷川貞之「相殺権の濫
用」円谷峻編著・民法改正案の検討第 2 巻133頁（成文堂，2013年）。
潮見・前掲註 2 書376頁。
東京地判昭和44・11・21金融法務事情568号19頁，東京高判平成14・10・17金融・商事判例
1162号14頁。前者は分割弁済の一日遅滞により信用金庫が期限の利益を喪失させたものであり，
42）
43）
44）
45）
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金振込口座しか相殺の対象がない場合もあろう。また，任意整理においても支
払停止，支払不能後の預金入金につき，破産法71条 1 項 2 号 3 号の類推適用に
よりまたは権利の濫用として相殺は許されないとする判例があることも留意点
である。さらに，保証人の年金専用口座（前掲最判平成10・ 2 ・10は一般口座であ
る）に対し年金振込後に預金の差押があった場合において，保証人の預金差押
→債務者の期限の利益喪失→保証人の期限の利益喪失→保証人預金相殺，とし
て扱うべきものかが問題となる。同族会社の借受金債務を代表取締役が保証し
たような主債務者と利害一体型の保証人のほかは，これを否定に解するべきも
のであろう。金融機関としては債権保全を考慮しながら債務者の生活状況にも
配慮して相殺権を行使することになる。判例②③④（同一事案）の場合は，す
でに保証人が保証債務を分割弁済していたものであり，このような点は問題に
ならなかったものである。
⑶　ドイツにおける差押，相殺等の制限口座
　2009年，ドイツでは，年金や子供手当，その他の社会保険などが振り込まれ
る銀行の預金口座については，一定の範囲で債権者からの差押えを禁止し，ま
た，銀行からの相殺や差引計算を制限する法律が制定されたと解説されている。
これにより，民事訴訟法850ｋ条において「差押禁止口座」の規定整備が図ら
れたのである。
　差押禁止（制限）口座は，一人の自然人が一口座に限定して開設することが
認められ，銀行は差押えの効果の及ばない額については，債務者に対して給付
の義務を負うこととされている。わが国においてもドイツと同様の立法化を図
47）
48）
49）
50）
後者は期限の利益を喪失させた後の銀行の対応につきこれを撤回したものと推認し，一括弁済請
求を信義則違反としたものである。
鈴木祿彌編・新版注釈民法（17）335頁［鈴木祿彌＝山本豊執筆］（有斐閣，1993年）。東京地
判昭和55・ 3 ・27金融・商事判例603号 9 頁も参照。
能見善久「相殺の機能：ドイツ法との比較の視点から」相殺および相殺的取引をめぐる金融法
務上の現代的課題・金融法務研究会報告書（21） 8 頁（全国銀行協会，2013年）。
能見・前掲註48論文 8 頁。
ドイツにおける預金債権の差押制限の詳細については，内山衛次・財産開示の実効性─執行債
権者と執行債務者の利益281～326頁（関西学院大学出版会，2013年），同「預金債権の差押制限
47）
48）
49）
50）
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るべきであろうか。この点に関し，差押禁止口座の預金のうち一定額までは原
資を問わずに差押えを禁じる扱いであるため，それにより特定の権利の差押え
を禁じた法の趣旨が没却されないかという危惧が指摘されている。むしろ，年
金等を原資とする一定額の範囲内において預金者の生活保護を図る立法を望み
たい。
お わ り に
　金融機関による年金振込金を原資とする預金債権との相殺については，年金
は振込により預金債権に転化し一般財産化したものであるから，相殺は原則と
して可能であり，差押等禁止債権の属性を承継しないと考える。私的整理の場
合には，振込入金につき破産法71条 1 項 2 号 3 号を類推適用し，また，相殺権
の濫用を防止することにより，相殺の公平機能を保持することが可能となろう。
ただし，その判断基準の明確化を期することは困難に近く法的には不安定であ
るので，実務の困惑はなお残存することであろう。債務者・保証人の立場では，
年金振込口座の変更，差押に対する差押範囲の変更申立てをするか，実現でき
る分割弁済の変更を交渉すべきものであろう。これらの方法によっても，かり
に年金受給者に限って生活維持ができなくなるという場合が生じるとすれば，
諸外国に例があるように立法的解決を検討することになろう。この問題につい
ては，債務者の生活維持の配慮をとくに必要とすることからして，今後の課題
として，消費者保護と任意整理のあり方，立法的手当の要否等を含めより現実
的な議論をすべきものであり，そのうえでの立法化が待たれる。
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梶山玉香「預金債権の差押えと債務者保護─預金債権化した差押禁止債権の扱いをめぐって」
同志社法学346号158頁，159頁（2011年）。
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51）
52）
53）
